
JP 2020-172642 A 2020.10.22

10

(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、耐焼き付き性、銅腐食防止性、及び耐疲労性
をバランス良く備える潤滑油組成物を提供する。
【解決手段】潤滑油基油と、（Ａ）重量平均分子量５０，０００以下のポリ（メタ）アク
リレートを２～１０質量％と、（Ｂ）一般式（１）の亜リン酸エステルをＰ量として０．
０１～０．０６質量％と、（Ｃ）チアジアゾール化合物を０．０１～０．２質量％と、（
Ｄ）Ｃａサリシレート清浄剤をＣａ量として０．００５～０．０３質量％とを含有し、４
０℃動粘度が４．０～２０．０ｍｍ２／ｓ、１００℃動粘度が１．８～５．２ｍｍ２／ｓ
であり、硫黄含有量［Ｓ］とリン含有量［Ｐ］との比［Ｓ］／［Ｐ］が２．２～４．０で
ある、潤滑油組成物。

（Ｒ１及びＲ２は独立に硫黄を含有する炭素数５～２０の基である。）
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１種以上の鉱油系基油もしくは１種以上の合成系基油又はそれらの混合物であって、４
０℃における動粘度が５．０～１５．０ｍｍ２／ｓであり、１００℃における動粘度が１
．７～３．５ｍｍ２／ｓである、潤滑油基油と、
　（Ａ）重量平均分子量が５０，０００以下であるポリ（メタ）アクリレート粘度指数向
上剤を、組成物全量基準で２～１０質量％と、
　（Ｂ）下記一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物を、組成物全量基準でリン
量として０．０１～０．０６質量％と、
　（Ｃ）チアジアゾール化合物を、組成物全量基準で０．０１～０．２質量％と、
　（Ｄ）カルシウムサリシレート清浄剤を、組成物全量基準でカルシウム量として０．０
０５～０．０３質量％と
を含有し、
　４０℃における動粘度が４．０～２０．０ｍｍ２／ｓであり、
　１００℃における動粘度が１．８～５．２ｍｍ２／ｓであり、
　潤滑油組成物中の硫黄含有量［Ｓ］（単位：質量％）の、潤滑油組成物中のリン含有量
［Ｐ］（単位：質量％）に対する比［Ｓ］／［Ｐ］が、２．２～４．０であることを特徴
とする、潤滑油組成物。
【化１】

（一般式（１）において、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に下記一般式（２）で表される炭
素数５～２０の基である。）
【化２】

（一般式（２）において、Ｒ３は炭素数２～１７の直鎖炭化水素基であり、Ｒ４は炭素数
２～１７の直鎖炭化水素基である。）
【請求項２】
　（Ｅ）トリルトリアゾール系金属不活性化剤および／またはベンゾトリアゾール系金属
不活性化剤を、組成物全量基準で０．００１～０．１質量％含有する、請求項１に記載の
潤滑油組成物。
【請求項３】
　（Ｆ）コハク酸イミド系無灰分散剤を、組成物全量基準で窒素量として０．１質量％以
下含有するか、又は含有せず、
　前記（Ｆ）成分は、炭素数４０～４００のアルキル若しくはアルケニル基を有するアル
キル若しくはアルケニルコハク酸又はその無水物とポリアミンとの縮合反応生成物、及び
／又はその誘導体である、請求項１又は２に記載の潤滑油組成物。
【請求項４】
　前記（Ａ）成分が重量平均分子量１０，０００～５０，０００のポリ（メタ）アクリレ
ートである、請求項１～３のいずれかに記載の潤滑油組成物。
【請求項５】
　前記（Ａ）成分を組成物全量基準で３～１０質量％含有する、請求項１～４のいずれか
に記載の潤滑油組成物。
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【請求項６】
　前記（Ａ）成分を組成物全量基準で５～１０質量％含有する、請求項１～５のいずれか
に記載の潤滑油組成物。
【請求項７】
　前記（Ａ）成分が非分散型ポリ（メタ）アクリレートである、請求項１～６のいずれか
に記載の潤滑油組成物。
【請求項８】
　電動モーターを備える自動車において、前記電動モーターの潤滑、又は、前記電動モー
ター及び変速機の潤滑に用いられる、請求項１～７のいずれかに記載の潤滑油組成物。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれかに記載の潤滑油組成物を用いて、電動モーターを備える自動車
の前記電動モーターを潤滑することを特徴とする、電動モーターの潤滑方法。
【請求項１０】
　請求項１～８のいずれかに記載の潤滑油組成物を用いて、電動モーター及び変速機を備
える自動車の前記電動モーター及び前記変速機を潤滑することを特徴とする、電動モータ
ー及び変速機の潤滑方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は潤滑油組成物に関し、詳しくは電動モーターの潤滑に適した潤滑油組成物に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、エネルギー効率および環境適合性の観点から、電動モーターを走行の動力源とす
る電気自動車、及び、走行の動力源として電動モーターと内燃機関とを併用するハイブリ
ッド自動車が注目されている。電動モーターは運転に伴い発熱するところ、電動モーター
にはコイルや磁石等の熱に弱い部品が含まれる。そこで走行の動力源として電動モーター
を用いるこれらの自動車には、電動モーターを冷却する手段が設けられる。電動モーター
を冷却する手段としては、空冷、水冷、及び油冷が知られている。これらの中でも油冷方
式は、電動モーター内部に油を流通させることにより、電動モーター内の発熱部位（例え
ばコイル、コア、磁石等。）と冷却媒体（油）とを直接接触させ、高い冷却効果を得るこ
とができる。油冷方式の電動モーターにおいては、電動モーター内部に油（潤滑油）を流
通させることにより、電動モーターの潤滑および冷却が同時に行われる。電動モーターの
潤滑油（電動モーター油）には、電気絶縁性が求められる。
【０００３】
　走行の動力源として電動モーターを用いる自動車は、通常、歯車機構を有する変速機を
備えている。歯車機構を潤滑する潤滑油には、耐焼き付き性および耐疲労性が求められる
ため、各種の添加剤が配合される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】国際公開第２０１８／１９０４３１号
【特許文献２】国際公開第２０１６／１３６８７３号
【特許文献３】特開２０１８－０７０７００号公報
【特許文献４】特開２０１８－０５３０１７号公報
【特許文献５】国際公開第２００４／０６９９６７号
【特許文献６】国際公開第２０１３／１３６５８２号
【特許文献７】特開２００６－１１７８５１号公報
【特許文献８】国際公開第２０１０／０３２７８１号
【発明の概要】
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【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　電動モーター及び変速機は、通常、異なる潤滑油を用いて潤滑される。電動モーター及
び変速機（歯車機構）を同一の潤滑油によって潤滑することができれば、潤滑油循環機構
を簡略化することが可能になる。また最近、電動モーターと変速機（歯車機構）とを一体
の装置（パッケージ）として統合した電動ドライブモジュールも提案されている。このよ
うな電動ドライブモジュールの潤滑においては、小型軽量化の観点から、電動モーターと
変速機（歯車機構）とを同一の潤滑油によって潤滑することが望ましい。
【０００６】
　しかしながら、従来の変速機油は、電動モーターの潤滑に用いるため新油の電気絶縁性
を向上させたとしても、使用により酸化劣化した後の組成物の電気絶縁性は不十分であっ
た。また従来の電動モーター油は、変速機（歯車機構）の潤滑に用いるには耐焼き付き性
および耐疲労性が不十分であった。
【０００７】
　また、電動モーター油には、電気絶縁性だけでなく、電動モーター材料として使用され
る銅に対する腐食防止性も求められる。
【０００８】
　本発明は、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、耐焼き付き性、銅腐食防止性、及び耐疲
労性をバランス良く備える潤滑油組成物を提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の第１の態様は、１種以上の鉱油系基油もしくは１種以上の合成系基油又はそれ
らの混合物であって、４０℃における動粘度が５．０～１５．０ｍｍ２／ｓであり、１０
０℃における動粘度が１．７～３．５ｍｍ２／ｓである、潤滑油基油と、（Ａ）重量平均
分子量が５０，０００以下であるポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤を、組成物全
量基準で２～１０質量％と、（Ｂ）下記一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物
を、組成物全量基準でリン量として０．０１～０．０６質量％と、（Ｃ）チアジアゾール
化合物を、組成物全量基準で０．０１～０．２質量％と、（Ｄ）カルシウムサリシレート
清浄剤を、組成物全量基準でカルシウム量として０．００５～０．０３質量％とを含有し
、４０℃における動粘度が４．０～２０．０ｍｍ２／ｓであり、１００℃における動粘度
が１．８～５．２ｍｍ２／ｓであり、潤滑油組成物中の硫黄含有量［Ｓ］（単位：質量％
）の、潤滑油組成物中のリン含有量［Ｐ］（単位：質量％）に対する比［Ｓ］／［Ｐ］が
、２．２～４．０であることを特徴とする、潤滑油組成物である。
【００１０】
【化１】

（一般式（１）において、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に下記一般式（２）で表される炭
素数５～２０の基である。）
【００１１】

【化２】

（一般式（２）において、Ｒ３は炭素数２～１７の直鎖炭化水素基であり、Ｒ４は炭素数
２～１７の直鎖炭化水素基である。）
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【００１２】
　本明細書において、「亜リン酸」とは、酸化数＋ＩＩＩのリンのオキソ酸Ｈ３ＰＯ３を
意味する。なお通常、一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物は互変異性を有す
るが、本明細書においては、一般式（１）で表される化合物のいかなる互変異性体も（Ｂ
）成分に該当するものとする。
【００１３】
　本発明の第２の態様は、本発明の第１の態様に係る潤滑油組成物を用いて、電動モータ
ーを備える自動車の電動モーター、又は、電動モーター及び変速機を潤滑することを特徴
とする、潤滑方法である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の第１の態様によれば、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、耐焼き付き性、銅腐
食防止性、及び耐疲労性をバランス良く備える潤滑油組成物を提供することができる。
【００１５】
　本発明の第１の態様に係る潤滑油組成物は、本発明の第２の態様に係る潤滑方法におい
て好ましく用いることができる。
【発明を実施するための形態】
【００１６】
　以下、本発明について詳述する。本明細書においては、特に断らない限り、数値Ａ及び
Ｂについて「Ａ～Ｂ」という表記は「Ａ以上Ｂ以下」を意味するものとする。かかる表記
において数値Ｂのみに単位を付した場合には、当該単位が数値Ａにも適用されるものとす
る。また「又は」及び「若しくは」の語は、特に断りのない限り論理和を意味するものと
する。本明細書において、要素Ｅ１及びＥ２について「Ｅ１及び／又はＥ２」という表記
は「Ｅ１若しくはＥ２、又はそれらの組み合わせ」を意味するものとし、要素Ｅ１、…、
ＥＮ（Ｎは３以上の整数）について「Ｅ１、…、ＥＮ－１、及び／又はＥＮ」という表記
は「Ｅ１、…、ＥＮ－１、若しくはＥＮ、又はそれらの組み合わせ」を意味するものとす
る。
【００１７】
　なお本明細書において、油中のカルシウム、マグネシウム、亜鉛、リン、硫黄、ホウ素
、バリウム、及びモリブデンの各元素の含有量は、ＪＩＳ　Ｋ０１１６に準拠して誘導結
合プラズマ発光分光分析法（強度比法）により測定されるものとする。また油中の窒素元
素の含有量は、ＪＩＳ　Ｋ２６０９に準拠して化学発光法により測定されるものとする。
【００１８】
　＜潤滑油基油＞
　本発明の潤滑油組成物（以下において「潤滑油組成物」又は単に「組成物」ということ
がある。）における潤滑油基油としては、１種以上の鉱油系基油、もしくは１種以上の合
成系基油、またはそれらの混合基油を用いることができる。一の実施形態において、ＡＰ
Ｉ基油分類グループＩＩ基油（以下において「ＡＰＩグループＩＩ基油」又は単に「グル
ープＩＩ基油」ということがある。）、ＡＰＩ基油分類グループＩＩＩ基油（以下におい
て「ＡＰＩグループＩＩＩ基油」又は単に「グループＩＩＩ基油」ということがある。）
、ＡＰＩ基油分類グループＩＶ基油（以下において「ＡＰＩグループＩＶ基油」又は単に
「グループＩＶ基油」ということがある。）、若しくはＡＰＩ基油分類グループＶ基油（
以下において「ＡＰＩグループＶ基油」又は単に「グループＶ基油」ということがある。
）、又はそれらの混合基油を好ましく用いることができ、グループＩＩ基油、グループＩ
ＩＩ基油、若しくはグループＩＶ基油、又はそれらの混合基油をより好ましく用いること
ができる。ＡＰＩグループＩＩ基油は、硫黄分が０．０３質量％以下、飽和分が９０質量
％以上、且つ粘度指数が８０以上１２０未満の鉱油系基油である。ＡＰＩグループＩＩＩ
基油は、硫黄分が０．０３質量％以下、飽和分が９０質量％以上、且つ粘度指数が１２０
以上の鉱油系基油である。ＡＰＩグループＩＶ基油はポリα－オレフィン基油である。Ａ
ＰＩグループＶ基油は上記グループＩ～ＩＶ以外の基油であって、好ましくはエステル系
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基油である。
【００１９】
　鉱油系基油としては、原油を常圧蒸留および減圧蒸留して得られた潤滑油留分に対して
、溶剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、接触脱ろう、水素化精製、硫酸洗浄
、白土処理などの１種もしくは２種以上の精製手段を適宜組み合わせて適用して得られる
、パラフィン系またはナフテン系などの鉱油系基油を挙げることができる。ＡＰＩグルー
プＩＩ基油及びグループＩＩＩ基油は通常、水素化分解プロセスを経て製造される。また
、ワックス異性化基油や、ＧＴＬ ＷＡＸ（ガストゥリキッド ワックス）を異性化する手
法で製造される基油等も使用可能である。
【００２０】
　ＡＰＩグループＩＶ基油としては、例えばエチレン－プロピレン共重合体、ポリブテン
、１－オクテンオリゴマー、１－デセンオリゴマー、およびこれらの水素化物等を挙げる
ことができる。
【００２１】
　ＡＰＩグループＶ基油としては、例えばモノエステル（例えばブチルステアレート、オ
クチルラウレート、２－エチルヘキシルオレート等）；ジエステル（例えばジトリデシル
グルタレート、ジ－２－エチルヘキシルアジペート、ジイソデシルアジペート、ジトリデ
シルアジペート、ジ－２－エチルヘキシルセバケート等）；ポリエステル（例えばトリメ
リット酸エステル等）；ポリオールエステル（例えばトリメチロールプロパンカプリレー
ト、トリメチロールプロパンペラルゴネート、ペンタエリスリトール－２－エチルヘキサ
ノエート、ペンタエリスリトールペラルゴネート等）等を挙げることができる。
【００２２】
　潤滑油基油は、１種の基油からなってもよく、２種以上の基油を含む混合基油であって
もよい。２種以上の基油を含む混合基油においては、それらの基油のＡＰＩ分類は同一で
あってもよく、相互に異なっていてもよい。ただしＡＰＩグループＶ基油の含有量は、潤
滑油基油全量基準で好ましくは０～２０質量％、より好ましくは０～１５質量％であり、
更に好ましくは０～１０質量％であり、ＡＰＩグループＶ基油を実質的に含まないことが
特に好ましい。エステル系基油の含有量が上記上限値以下であることにより、潤滑油組成
物の酸化安定性を高めることが可能になる。
【００２３】
　潤滑油基油（全基油）の１００℃における動粘度は１．７～３．５ｍｍ２／ｓであり、
好ましくは２．２～３．０ｍｍ２／ｓである。潤滑油基油の１００℃における動粘度が上
記上限値以下であることにより、省燃費性を高めることが可能になる。潤滑油基油の１０
０℃における動粘度が上記下限値以上であることにより、新油の電気絶縁性、耐焼き付き
性および耐疲労性を高めることが可能になる。なお本明細書において、「１００℃におけ
る動粘度」とは、ＡＳＴＭ　Ｄ－４４５に規定される１００℃での動粘度を意味する。
【００２４】
　潤滑油基油（全基油）の４０℃における動粘度は５．０～１５．０ｍｍ２／ｓであり、
好ましくは７．０～１２．０ｍｍ２／ｓである。潤滑油基油の４０℃における動粘度が上
記上限値以下であることにより、省燃費性を高めることが可能になる。潤滑油基油の４０
℃における動粘度が上記下限値以上であることにより、新油の電気絶縁性、耐焼き付き性
および耐疲労性を高めることが可能になる。なお本明細書において「４０℃における動粘
度」とは、ＡＳＴＭ　Ｄ－４４５に規定される４０℃での動粘度を意味する。
【００２５】
　潤滑油基油（全基油）の粘度指数は、好ましくは１００以上、より好ましくは１０５以
上であり、一の実施形態において１１０以上であってもよく、１２０以上であってもよく
、１２５以上であってもよい。潤滑油基油の粘度指数が上記下限値以上であることにより
、潤滑油組成物の粘度－温度特性、熱・酸化安定性および耐摩耗性を高め、摩擦係数を低
減することが可能になる。なお、本明細書において粘度指数とは、ＪＩＳ　Ｋ　２２８３
－１９９３に準拠して測定された粘度指数を意味する。
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【００２６】
　潤滑油基油（全基油）中の硫黄分の含有量は、酸化安定性の観点から好ましくは０．０
３質量％（３００質量ｐｐｍ）以下、より好ましくは５０質量ｐｐｍ以下、特に好ましく
は１０質量ｐｐｍ以下であり、１質量ｐｐｍ以下であってもよい。
【００２７】
　潤滑油組成物中の潤滑油基油（全基油）の含有量は、組成物全量基準で好ましくは５０
～９５質量％、より好ましくは７０～９５質量％である。
【００２８】
　＜（Ａ）ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤＞
　本発明の潤滑油組成物は、（Ａ）重量平均分子量が５０，０００以下であるポリ（メタ
）アクリレート粘度指数向上剤（以下において「（Ａ）成分」ということがある。）を含
有する。（Ａ）成分としては１種のポリ（メタ）アクリレート化合物を単独で用いてもよ
く、２種以上のポリ（メタ）アクリレート化合物を組み合わせて用いてもよい。なお本明
細書において「（メタ）アクリレート」とは「アクリレート及び／又はメタクリレート」
を意味する。
【００２９】
　（Ａ）成分としては、潤滑油において用いられるポリ（メタ）アクリレート粘度指数向
上剤であって、重量平均分子量が５０，０００以下であるものを特に制限なく用いること
ができる。（Ａ）成分としては、非分散型ポリ（メタ）アクリレート及び分散型ポリ（メ
タ）アクリレートのいずれを用いてもよく、それらの組み合わせを用いてもよいが、非分
散型ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤を用いることが好ましい。本明細書におい
て、「分散型ポリ（メタ）アクリレート」とは窒素原子を含む官能基を有するポリ（メタ
）アクリレート化合物を意味し、「非分散型ポリ（メタ）アクリレート」とは窒素原子を
含む官能基を有しないポリ（メタ）アクリレート化合物を意味する。（Ａ）成分として非
分散型ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤を用いることにより、耐焼き付き性をさ
らに高めることが可能になる。
【００３０】
　（Ａ）成分の重量平均分子量は５０，０００以下であり、好ましくは１０，０００～５
０，０００であり、より好ましくは２０，０００～５０，０００である。（Ａ）成分の重
量平均分子量が上記上限値以下であることにより、耐焼付き性を高めることが可能になる
。また（Ａ）成分の重量平均分子量が上記下限値以上であることにより、新油の電気絶縁
性を高めることが可能になるほか、耐疲労性をさらに高めることが可能になる。なお本明
細書において「重量平均分子量」とは、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）により測
定される標準ポリスチレン換算での重量平均分子量を意味する。ＧＰＣの測定条件は次の
通りである。
［ＧＰＣ測定条件］
装置：Ｗａｔｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製　ＡＣＱＵＩＴＹ（登録商標）　ＡＰＣ
　ＵＶ　ＲＩシステム
カラム：上流側から順に、Ｗａｔｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製　ＡＣＱＵＩＴＹ（
登録商標）　ＡＰＣ　ＸＴ９００Ａ（ゲル粒径２．５μｍ、カラムサイズ（内径×長さ）
４．６ｍｍ×１５０ｍｍ）２本、および、Ｗａｔｅｒｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ製　Ａ
ＣＱＵＩＴＹ（登録商標）　ＡＰＣ　ＸＴ２００Ａ（ゲル粒径２．５μｍ、カラムサイズ
（内径×長さ）４．６ｍｍ×１５０ｍｍ）１本を直列に接続
カラム温度：４０℃
試料溶液：試料濃度１．０質量％のテトラヒドロフラン溶液
溶液注入量：２０．０μＬ
検出装置：示差屈折率検出器
基準物質：標準ポリスチレン（Ａｇｉｌｅｎｔ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ社製Ａｇｉｌ
ｅｎｔ　ＥａｓｉＣａｌ（登録商標）　ＰＳ－１）８点（分子量：２６９８０００、５９
７５００、２９０３００、１３３５００、７０５００、３０２３０、９５９０、２９７０
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）
【００３１】
　潤滑油組成物中の（Ａ）成分の含有量は、組成物全量基準で２～１０質量％であり、好
ましくは３～１０質量％であり、より好ましくは５～１０質量％である。（Ａ）成分の含
有量が上記下限値以上であることにより、耐焼き付き性および酸化劣化後の組成物の電気
絶縁性を高めることが可能になる。また（Ａ）成分の含有量が上記上限値以下であること
により、省燃費性を高めることが可能になる。
【００３２】
　＜（Ｂ）亜リン酸エステル化合物＞
　本発明の潤滑油組成物は、一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物（以下にお
いて「（Ｂ）成分」ということがある。）を含有する。（Ｂ）成分としては１種の亜リン
酸エステル化合物を単独で用いてもよく、２種以上の亜リン酸エステル化合物を組み合わ
せて用いてもよい。
【００３３】

【化３】

一般式（１）において、Ｒ１及びＲ２はそれぞれ独立に下記一般式（２）で表される炭素
数５～２０の基である。
【００３４】
　本明細書において、「亜リン酸」とは、酸化数＋ＩＩＩのリンのオキソ酸Ｈ３ＰＯ３を
意味する。なお通常、一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物は互変異性を有す
るが、本明細書においては、一般式（１）で表される化合物のいかなる互変異性体も（Ｂ
）成分に該当するものとする。
【００３５】
【化４】

一般式（２）において、Ｒ３は炭素数２～１７の直鎖炭化水素基であり、好ましくはエチ
レン基またはプロピレン基であり、一の実施形態においてエチレン基である。Ｒ４は炭素
数２～１７の直鎖炭化水素基であり、好ましくは炭素数２～１６の直鎖炭化水素基であり
、より好ましくは２～１０の直鎖炭化水素基である。
【００３６】
　（Ｂ）成分として上記構造を有する亜リン酸エステル化合物を用いることにより、耐焼
き付き性および耐疲労性を高めることが可能になる。
【００３７】
　Ｒ１及びＲ２の好ましい例としては、３－チアペンチル基、３－チアヘキシル基、３－
チアヘプチル基、３－チアオクチル基、３－チアノニル基、３－チアデシル基、３－チア
ウンデシル基、及び４－チアヘキシル基、を挙げることができる。
【００３８】
　潤滑油組成物中の（Ｂ）成分の含有量は、潤滑油組成物全量基準でリン量として０．０
１～０．０６質量％であり、好ましくは０．０２～０．０５質量％であり、より好ましく
は０．０２～０．０４質量％である。（Ｂ）成分の含有量が上記上限値以下であることに
より、新油の電気絶縁性、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、および耐焼き付き性を高め
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ることが可能になる。また（Ｂ）成分の含有量が上記下限値以上であることにより、耐焼
き付き性および耐疲労性を高めることが可能になる。
【００３９】
　＜（Ｃ）チアジアゾール化合物＞
　本発明の潤滑油組成物は、（Ｃ）チアジアゾール化合物（以下において「（Ｃ）成分」
ということがある。）をさらに含み得る。（Ｃ）成分としては１種のチアジアゾール化合
物を単独で用いてもよく、２種以上のチアジアゾール化合物を組み合わせて用いてもよい
。
【００４０】
　（Ｃ）成分の例としては、下記一般式（３）で表される１，３，４－チアジアゾール、
下記一般式（４）で表される１，２，４－チアジアゾール化合物、及び下記一般式（５）
で表される１，２，３－チアジアゾール化合物を挙げることができる。
【００４１】
【化５】

【００４２】
【化６】

【００４３】
【化７】

（一般式（３）～（５）中、Ｒ５及びＲ６は同一でも異なっていてもよく、それぞれ独立
に水素原子又は炭素数１～２０のヒドロカルビル基を表し；ａ及びｂは同一でも異なって
いてもよく、それぞれ独立に０～８の整数を表す。）
【００４４】
　上記チアジアゾール化合物の中でも、上記一般式（３）～（５）のいずれかで表され、
ヒドロカルビルジチオ基を有するチアジアゾール化合物を特に好ましく用いることができ
る。
【００４５】
　潤滑油組成物中の（Ｃ）成分の含有量は、潤滑油組成物全量基準で０．０１～０．２質
量％である。（Ｃ）成分の含有量が上記下限値以上であることにより、銅腐食防止性を高
めることが可能になる。また（Ｃ）成分の含有量が上記上限値以下であることにより、新
油の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性を高めることが可能になる。
【００４６】
　＜（Ｄ）カルシウムサリシレート清浄剤＞
　本発明の潤滑油組成物は、（Ｄ）カルシウムサリシレート清浄剤（以下において単に「
（Ｄ）成分」ということがある。）を含有する。（Ｄ）成分としては、カルシウムサリシ
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レートまたはその塩基性塩もしくは過塩基性塩を用いることができる。（Ｄ）成分として
は１種のカルシウムサリシレート清浄剤を単独で用いてもよく、２種以上のカルシウムサ
リシレート清浄剤を組み合わせて用いてもよい。カルシウムサリシレートの例としては、
以下の一般式（６）で表される化合物を挙げることができる。
【００４７】
【化８】

【００４８】
　一般式（６）中、Ｒ７はそれぞれ独立に炭素数１４～３０のアルキル又はアルケニル基
を表す。ｃは１又は２を表し、好ましくは１である。ただし（Ｄ）成分はｃ＝１の化合物
とｃ＝２の化合物との混合物であってもよい。なおｃ＝２である場合、Ｒ７は異なる基の
組み合わせであってもよい。
【００４９】
　カルシウムサリシレート清浄剤の好ましい一形態としては、上記一般式（６）において
ｃ＝１であるカルシウムサリシレートまたはその塩基性塩もしくは過塩基性塩を挙げるこ
とができる。
【００５０】
　カルシウムサリシレートの製造方法は特に制限されるものではなく、公知のモノアルキ
ルサリシレートの製造方法等を用いることができる。例えば、フェノールを出発原料とし
て、オレフィンを用いてアルキレーションし、次いで炭酸ガス等でカルボキシレーション
して得たモノアルキルサリチル酸、あるいは、サリチル酸を出発原料として、当量の上記
オレフィンを用いてアルキレーションして得られたモノアルキルサリチル酸等に、カルシ
ウムの酸化物や水酸化物等の金属塩基を反応させること、又は、これらのモノアルキルサ
リチル酸等を一旦ナトリウム塩やカリウム塩等のアルカリ金属塩としてからカルシウム塩
と金属交換させること等により、カルシウムサリシレートを得ることができる。
【００５１】
　過塩基化されたカルシウムサリシレートを得る方法は特に限定されるものではないが、
例えば、炭酸ガスの存在下でカルシウムサリシレートを水酸化カルシウム等のカルシウム
塩基と反応させることにより、過塩基化カルシウムサリシレートを得ることができる。
【００５２】
　（Ｄ）成分の塩基価は特に制限されるものではないが、好ましくは５０～３５０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇであり、より好ましくは１００～３５０ｍｇＫＯＨ／ｇ、特に好ましくは１５０
～３５０ｍｇＫＯＨ／ｇである。（Ｄ）成分の塩基価が上記下限値以上であることにより
、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。なお本明細書にお
いて塩基価とは、ＪＩＳ　Ｋ２５０１に準拠して過塩素酸法により測定される塩基価を意
味する。また金属系清浄剤は一般に、溶剤や潤滑油基油等の希釈剤中での反応により得ら
れる。そのため金属系清浄剤は、潤滑油基油等の希釈剤によって希釈された状態で商業的
に流通している。本明細書において、金属系清浄剤の塩基価は、希釈剤を含む状態での塩
基価を意味するものとする。
【００５３】
　潤滑油組成物中の（Ｄ）成分の含有量は、潤滑油組成物全量基準でカルシウム量として
０．００５～０．０３質量％であり、好ましくは０．００５～０．０２質量％である。（
Ｄ）成分の含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性、および酸化劣
化後の組成物の電気絶縁性を高めることが可能になる。また（Ｄ）成分の含有量が上記下
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限値以上であることにより、耐疲労性を高めることが可能になる。
【００５４】
　潤滑油組成物は、金属系清浄剤としてカルシウムサリシレート清浄剤のみを含んでもよ
く、カルシウムサリシレート清浄剤以外の１種以上の金属系清浄剤（例えばカルシウムス
ルホネート清浄剤、カルシウムフェネート清浄剤等。）をさらに含んでもよい。ただし、
潤滑油組成物中の金属系清浄剤の総含有量は、金属量として０．００５～０．０３質量％
であることが好ましい。潤滑油組成物中の金属系清浄剤の総含有量が上記上限値以下であ
ることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気
絶縁性をさらに高めることが可能になる。また、金属系清浄剤の全石けん基にサリシレー
トが占める割合、すなわち、金属系清浄剤の全石けん基の有機酸換算での質量に対する、
サリシレート清浄剤の全石けん基の有機酸換算での質量の割合が、６５～１００質量％で
あることが好ましく、９０～１００質量％であることがより好ましい。金属系清浄剤の総
含有量に対するサリシレートの寄与が上記下限値以上であることにより、耐疲労性をさら
に高めることが可能になる。なお本明細書において、金属系清浄剤の石けん基とは、金属
系清浄剤の石けん分を構成する有機酸の共役塩基（サリシレート清浄剤にあっては例えば
アルキルサリシレートアニオン、スルホネート清浄剤にあっては例えばアルキルベンゼン
スルホネートアニオン、フェネート清浄剤にあっては例えばアルキルフェネートアニオン
。）を意味する。なお一般に潤滑油分野において、金属系清浄剤としては、基油中でミセ
ルを形成することが可能な有機酸金属塩（例えばアルカリ又はアルカリ土類金属アルキル
サリシレート、アルカリ又はアルカリ土類金属アルキルベンゼンスルホネート、及びアル
カリ又はアルカリ土類金属アルキルフェネート等。）、又は該有機酸金属塩と塩基性金属
塩（例えば該有機酸金属塩を構成するアルカリ又はアルカリ土類金属の水酸化物、炭酸塩
、ホウ酸塩等。）との混合物が用いられる。そのような有機酸は通常、金属塩基と塩を形
成可能なブレンステッド酸性を有する少なくとも１つの極性基（例えばカルボキシ基、ス
ルホ基、フェノール性ヒドロキシ基等。）と、直鎖または分岐鎖アルキル基（例えば炭素
数６以上の直鎖または分岐鎖アルキル基等。）等の少なくとも１つの親油性基とを一分子
中に有する。
【００５５】
　＜（Ｅ）ベンゾトリアゾール／トリルトリアゾール系金属不活性化剤＞
　一の好ましい実施形態において、潤滑油組成物はトリルトリアゾール系金属不活性化剤
および／またはベンゾトリアゾール系金属不活性化剤（以下において「（Ｅ）成分」とい
うことがある。）をさらに含み得る。（Ｅ）成分としては、潤滑油において用いられるト
リルトリアゾール系金属不活性化剤および／またはベンゾトリアゾール系金属不活性化剤
を特に制限なく用いることができる。（Ｅ）成分としては１種の化合物を単独で用いても
よく、２種以上の化合物を組み合わせて用いてもよい。
【００５６】
　潤滑油組成物は（Ｅ）成分を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が（Ｅ）成分を含有
する場合、その含有量は、好ましくは０．００１～０．１質量％、より好ましくは０．０
０１～０．０７５質量％、特に好ましくは０．００１～０．０５質量％である。（Ｅ）成
分の含有量が上記下限値以上であることにより、銅腐食防止性をさらに高めることが可能
になる。また（Ｅ）成分の含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性
、および耐摩耗性を高めることが可能になり、耐焼き付き性、および酸化劣化後の組成物
の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
【００５７】
　＜（Ｆ）コハク酸イミド系無灰分散剤＞
　一の好ましい実施形態において、潤滑油組成物は、（Ｆ）コハク酸イミド系無灰分散剤
（以下において「（Ｆ）成分」ということがある。）をさらに含み得る。（Ｆ）成分は、
ホウ素化コハク酸イミド系無灰分散剤を含んでもよく、非ホウ素化コハク酸イミド系無灰
分散剤を含んでもよく、それらの組み合わせを含んでもよい。ただし酸化安定性の観点か
らは、（Ｆ）成分はホウ素化コハク酸イミド系無灰分散剤を含むことが好ましい。
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【００５８】
　（Ｆ）成分としては、例えば、アルキル基もしくはアルケニル基を分子中に少なくとも
１個有するコハク酸イミドまたはその誘導体を用いることができる。アルキル基もしくは
アルケニル基を分子中に少なくとも１個有するコハク酸イミドの例としては、下記一般式
（７）又は（８）で表される化合物を挙げることができる。
【００５９】
【化９】

【００６０】
　一般式（７）中、Ｒ８は炭素数４０～４００のアルキル又はアルケニル基を表し、ｄは
１～５、好ましくは２～４の整数を表す。Ｒ８の炭素数は好ましくは６０～３５０である
。
【００６１】
　一般式（８）中、Ｒ９及びＲ１０は、それぞれ独立に炭素数４０～４００のアルキル又
はアルケニル基を表し、異なる基の組み合わせであってもよい。ｅは０～４、好ましくは
１～４、より好ましくは１～３の整数を示す。Ｒ９及びＲ１０の炭素数は好ましくは６０
～３５０である。
【００６２】
　一般式（７）及び（８）におけるＲ８～Ｒ１０の炭素数が上記下限値以上であることに
より、潤滑油基油に対する良好な溶解性を得ることができる。一方、Ｒ８～Ｒ１０の炭素
数が上記上限値以下であることにより、潤滑油組成物の低温流動性を高めることができる
。
【００６３】
　一般式（７）及び（８）におけるアルキル又はアルケニル基（Ｒ８～Ｒ１０）は直鎖状
でも分枝状でもよい。その好ましい例としては、プロピレン、１－ブテン、イソブテン等
のオレフィンのオリゴマーや、エチレンとプロピレンとのコオリゴマーから誘導される分
枝状アルキル基や分枝状アルケニル基を挙げることができる。なかでも慣用的にポリイソ
ブチレンと呼ばれるイソブテンのオリゴマーから誘導される分枝状のアルキル又はアルケ
ニル基や、ポリブテニル基が最も好ましい。
　一般式（７）及び（８）におけるアルキル又はアルケニル基（Ｒ８～Ｒ１０）の好適な
数平均分子量は８００～３５００、好ましくは１０００～３５００である。
【００６４】
　アルキル基またはアルケニル基を分子中に少なくとも１個有するコハク酸イミドには、
ポリアミン鎖の一方の末端のみに無水コハク酸が付加した、一般式（７）で表される、い
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わゆるモノタイプのコハク酸イミドと、ポリアミン鎖の両末端に無水コハク酸が付加した
、一般式（８）で表される、いわゆるビスタイプのコハク酸イミドとが包含される。潤滑
油組成物には、モノタイプのコハク酸イミド及びビスタイプのコハク酸イミドのいずれが
含まれていてもよく、それらの両方が混合物として含まれていてもよい。（Ｆ）成分中の
ビスタイプのコハク酸イミド又はその誘導体の含有量は、（Ｆ）成分の全量を基準（１０
０質量％）として好ましくは５０質量％以上、より好ましくは７０質量％以上である。
【００６５】
　アルキル基またはアルケニル基を分子中に少なくとも１個有するコハク酸イミドの製法
は、特に制限されるものではない。該コハク酸イミドは例えば、炭素数４０～４００のア
ルキル又はアルケニル基を有するアルキル若しくはアルケニルコハク酸又はその無水物と
、ポリアミンとの反応により縮合反応生成物として得ることができる。（Ｆ）成分として
は、該縮合生成物をそのまま用いてもよく、該縮合生成物を後述する誘導体に変換して用
いてもよい。アルキル若しくはアルケニルコハク酸又はその無水物とポリアミンとの縮合
生成物は、ポリアミン鎖の両末端がイミド化された、ビスタイプのコハク酸イミド（一般
式（８）参照。）であってもよく、ポリアミン鎖の一方の末端のみがイミド化された、モ
ノタイプのコハク酸イミド（一般式（７）参照。）であってもよく、それらの混合物であ
ってもよい。ここで、炭素数４０～４００のアルケニル基を有するアルケニルコハク酸無
水物は例えば、炭素数４０～４００のオレフィンと無水マレイン酸とを１００～２００℃
で反応させることにより得ることができる。また、該アルケニルコハク酸無水物をさらに
水素添加反応に供することにより、炭素数４０～４００のアルキル基を有するアルキルコ
ハク酸無水物を得ることができる。ポリアミンの例としては、ジエチレントリアミン、ト
リエチレンテトラミン、テトラエチレンペンタミン、及びペンタエチレンヘキサミン、並
びにそれらの混合物を挙げることができ、これらの中から選ばれる１種以上を含むポリア
ミン原料を好ましく用いることができる。ポリアミン原料はエチレンジアミンをさらに含
有してもよく、含有しなくてもよいが、縮合生成物またはその誘導体の分散剤としての性
能を高める観点からは、ポリアミン原料中のエチレンジアミンの含有量は、ポリアミン全
量基準で好ましくは０～１０質量％、より好ましくは０～５質量％である。炭素数４０～
４００のアルキル若しくはアルケニル基を有するアルキル若しくはアルケニルコハク酸又
はその無水物と、２種以上のポリアミンの混合物との縮合反応生成物として得られるコハ
ク酸イミドは、一般式（７）又は（８）において異なるｄ又はｅを有する化合物の混合物
である。
【００６６】
　コハク酸イミドの誘導体としては、上述のコハク酸イミドにホウ酸を作用させることに
より、残存するアミノ基および／またはイミノ基の一部又は全部が中和またはアミド化さ
れている、ホウ素変性化合物（ホウ素化コハク酸イミド）を好ましく用いることができる
。
【００６７】
　（Ｆ）成分の重量平均分子量は１０００～２００００、より好ましくは２０００～２０
０００、さらに好ましくは３０００～１５０００、特に好ましくは４０００～９０００で
ある。（Ｆ）成分の重量平均分子量が上記下限値以上であることにより、新油の電気絶縁
性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可
能になる。また（Ｆ）成分の重量平均分子量が上記上限値以下であることにより、酸化劣
化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
【００６８】
　潤滑油組成物は（Ｆ）成分を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が（Ｆ）成分を含有
する場合、その含有量は、潤滑油組成物全量基準で、窒素量として好ましくは０．１質量
％以下であり、より好ましくは０．０１～０．０８質量％、さらに好ましくは０．０３～
０．０８質量％である。（Ｆ）成分の含有量が上記下限値以上であることにより、新油の
電気絶縁性を高めることが可能になる。また（Ｆ）成分の含有量が上記上限値以下である
ことにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、また酸化劣化後の組成物の電
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気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
【００６９】
　＜（Ｇ）酸化防止剤＞
　一の好ましい実施形態において、潤滑油組成物は、（Ｇ）酸化防止剤（以下において「
（Ｇ）成分」ということがある。）を更に含み得る。（Ｇ）成分としては１種の化合物を
単独で用いてもよく、２種以上の化合物を組み合わせて用いても良い。（Ｇ）成分として
は、アミン系酸化防止剤、フェノール系酸化防止剤等の公知の酸化防止剤を特に制限なく
用いることができる。
【００７０】
　アミン系酸化防止剤の例としては、芳香族アミン系酸化防止剤、及びヒンダードアミン
系酸化防止剤が挙げられる。芳香族アミン系酸化防止剤の例としては、アルキル化α－ナ
フチルアミン等の第１級芳香族アミン化合物；及び、アルキル化ジフェニルアミン、フェ
ニル－α－ナフチルアミン、アルキル化フェニル－α－ナフチルアミン、フェニル－β－
ナフチルアミン等の第２級芳香族アミン化合物；を挙げることができる。芳香族アミン系
酸化防止剤としては、アルキル化ジフェニルアミン、若しくはアルキル化フェニル－α－
ナフチルアミン、又はそれらの組み合わせを好ましく用いることができる。
【００７１】
　ヒンダードアミン系酸化防止剤の例としては、２，２，６，６－テトラアルキルピペリ
ジン誘導体を挙げることができる。２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン誘導体と
しては、４－位に置換基を有する２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン誘導体が好
ましい。また、２個の２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格が、それぞれの４
－位の置換基を介して結合していてもよい。また２，２，６，６－テトラアルキルピペリ
ジン骨格のＮ－位は無置換であってもよく、該Ｎ－位に炭素数１～４のアルキル基が置換
していてもよい。２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格は好ましくは２，２，
６，６－テトラメチルピペリジン骨格である。
【００７２】
　２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格の４－位の置換基としては、アシロキ
シ基（Ｒ１１ＣＯＯ－）、アルコキシ基（Ｒ１１Ｏ－）、アルキルアミノ基（Ｒ１１ＮＨ
－）、アシルアミノ基（Ｒ１１ＣＯＮＨ－）、等を挙げることができる。Ｒ１１は好まし
くは炭素数１～３０、より好ましくは炭素数１～２４、さらに好ましくは炭素数１～２０
の炭化水素基である。炭化水素基の例としてはアルキル基、アルケニル基、シクロアルキ
ル基、アルキルシクロアルキル基、アリール基、アルキルアリール基、アリールアルキル
基等を挙げることができる。
【００７３】
　２個の２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格が、それぞれの４－位の置換基
を介して結合する場合の置換基としては、ヒドロカルビレンビス（カルボニルオキシ）基
（－ＯＯＣ－Ｒ１２－ＣＯＯ－）、ヒドロカルビレンジアミノ基（－ＨＮ－Ｒ１２－ＮＨ
－）、ヒドロカルビレンビス（カルボニルアミノ）基（－ＨＮＣＯ－Ｒ１２－ＣＯＮＨ－
）、等を挙げることができる。Ｒ１２は好ましくは炭素数１～３０のヒドロカルビレン基
であり、より好ましくはアルキレン基である。
【００７４】
　２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格の４－位の置換基としては、アシロキ
シ基が好ましい。２，２，６，６－テトラアルキルピペリジン骨格の４－位にアシロキシ
基を有する化合物の一例としては、２，２，６，６－テトラメチル－４－ピペリジノール
とカルボン酸とのエステルを挙げることができる。該カルボン酸の例としては、炭素数８
～２０の直鎖又は分岐鎖脂肪族カルボン酸を挙げることができる。
【００７５】
　フェノール系酸化防止剤の例としては、４，４’－メチレンビス（２，６－ジ－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェノール）；４，４’－ビス（２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）
；４，４’－ビス（２－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；２，２’－メチレ
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ンビス（４－エチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４
－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；４，４’－ブチリデンビス（３－メチル
－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；４，４’－イソプロピリデンビス（２，６－ジ－
ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；２，２’－メチレンビス（４－メチル－６－ノニルフェ
ノール）；２，２’－イソブチリデンビス（４，６－ジメチルフェノール）；２，２’－
メチレンビス（４－メチル－６－シクロヘキシルフェノール）；２，６－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－メチルフェノール；２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－エチルフェノール
；２，４－ジメチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール；２，６－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル
－４－（Ｎ，Ｎ’－ジメチルアミノメチル）フェノール；４，４’－チオビス（２－メチ
ル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェノール）；４，４’－チオビス（３－メチル－６－ｔｅｒ
ｔ－ブチルフェノール）；２，２’－チオビス（４－メチル－６－ｔｅｒｔ－ブチルフェ
ノール）；ビス（３－メチル－４－ヒドロキシ－５－ｔｅｒｔ－ブチルベンジル）スルフ
ィド；ビス（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）スルフィド；３
－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオン酸エステル類
；３－メチル－５－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェノール脂肪酸エステル類、等
を挙げることができる。３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオン酸エステル類の例としては、オクチル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチ
ル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート；デシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－
ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート；ドデシル－３－（３，５－ジ－ｔｅ
ｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート；テトラデシル－３－（３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート；ヘキサデシル－３
－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート；オクタ
デシル－３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネー
ト；ペンタエリスリトール－テトラキス［３－（３，５－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）プロピオネート］；２，２’－チオ－ジエチレンビス［３－（３，５
－ジ－ｔｅｒｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート］、等を挙げること
ができる。
【００７６】
　潤滑油組成物は（Ｇ）成分を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が（Ｇ）成分として
アミン系酸化防止剤を含有する場合、その含有量は、潤滑油組成物全量基準で、窒素量と
して好ましくは０．００５質量％以上０．１５質量％以下であり、より好ましくは０．０
０５質量％以上０．１２質量％以下である。アミン系酸化防止剤の含有量が上記上限値以
下であることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物
の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
　潤滑油組成物が（Ｇ）成分としてフェノール系酸化防止剤を含有する場合、その含有量
は、潤滑油組成物全量基準で、好ましくは０．１質量％以上１．５質量％以下であり、よ
り好ましくは０．１質量％以上１．０質量％以下である。フェノール系酸化防止剤の含有
量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸
化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
【００７７】
　＜その他の添加剤＞
　一の実施形態において、潤滑油組成物は、（Ａ）成分以外の流動点降下剤、（Ｂ）成分
以外の摩耗防止剤または極圧剤、摩擦調整剤、（Ｃ）成分および（Ｅ）成分以外の腐食防
止剤、（Ｃ）成分および（Ｅ）成分以外の金属不活性化剤、防錆剤、抗乳化剤、消泡剤、
及び着色剤から選ばれる１種以上の添加剤をさらに含み得る。
【００７８】
　（Ａ）成分以外の流動点降下剤としては、例えば（Ａ）成分に該当しないポリマー等の
公知の流動点降下剤を特に制限なく用いることができる。潤滑油組成物は流動点降下剤を
含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が流動点降下剤を含有する場合、その含有量は、組
成物全量基準で、好ましくは１質量％以下、より好ましくは０．５質量％以下である。当
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該含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能にな
り、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。含有量の下限は
特に制限されるものではないが、一の実施形態において０．１質量％以上であり得る。
【００７９】
　（Ｂ）成分以外の摩耗防止剤または極圧剤の例としては、ジスルフィド類、硫化オレフ
ィン類、硫化油脂類、ジチオカーバメート類等の硫黄含有化合物、及び（Ｂ）成分以外の
リン含有摩耗防止剤が挙げられる。（Ｂ）成分以外のリン含有摩耗防止剤の例としては、
リン酸、チオリン酸、ジチオリン酸、トリチオリン酸、それらの完全エステル又は部分エ
ステル；亜リン酸、チオ亜リン酸、ジチオ亜リン酸、トリチオ亜リン酸、それらのモノエ
ステル、それらのジエステル（一般式（１）で表されるものを除く）、及びそれらのトリ
エステルを挙げることができる。潤滑油組成物は（Ｂ）成分以外の摩耗防止剤を含有しな
くてもよいが、潤滑油組成物が（Ｂ）成分以外の摩耗防止剤を含有する場合、その含有量
は、組成物全量基準で、好ましくは１０質量％以下、より好ましくは５質量％以下である
。当該含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能
になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。含有量の下
限は特に制限されるものではないが、一の実施形態において１質量％以上であり得る。
　また潤滑油組成物は（Ｂ）成分以外のリン含有摩耗防止剤を含有してもよく、含有しな
くてもよいが、潤滑油組成物中の全リン含有量が０．０６質量％以下であることが好まし
い。潤滑油組成物中の全リン含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁
性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可
能になる。一の実施形態において、潤滑油組成物中の（Ｂ）成分以外のリン含有摩耗防止
剤の含有量は、組成物全量基準でリン分として好ましくは０．０５質量％以下、より好ま
しくは０．０３質量％以下、さらに好ましくは０．０２質量％以下である。（Ｂ）成分以
外のリン含有摩耗防止剤の含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性
を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能
になる。
【００８０】
　摩擦調整剤としては、例えば、有機モリブデン化合物および無灰摩擦調整剤から選ばれ
る１種以上の摩擦調整剤を用いることができる。潤滑油組成物は摩擦調整剤を含有しなく
てもよいが、潤滑油組成物が摩擦調整剤を含有する場合、その含有量は、組成物全量基準
で、好ましくは２質量％以下、より好ましくは１質量％以下である。当該含有量が上記上
限値以下であることにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の
組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。当該含有量の下限は特に制限され
るものではないが、一の実施形態において０．０１質量％以上であり得る。
【００８１】
　有機モリブデン化合物の例としては、硫黄を含有する有機モリブデン化合物、及び、構
成元素として硫黄を含まない有機モリブデン化合物を挙げることができる。硫黄を含有す
る有機モリブデン化合物の例としては、ジチオカルバミン酸モリブデン化合物；ジチオリ
ン酸モリブデン化合物；モリブデン化合物（例えば、二酸化モリブデン、三酸化モリブデ
ン等の酸化モリブデン、オルトモリブデン酸、パラモリブデン酸、（ポリ）硫化モリブデ
ン酸等のモリブデン酸、これらモリブデン酸の金属塩、アンモニウム塩等のモリブデン酸
塩、二硫化モリブデン、三硫化モリブデン、五硫化モリブデン、ポリ硫化モリブデン等の
硫化モリブデン、硫化モリブデン酸、硫化モリブデン酸の金属塩またはアミン塩、塩化モ
リブデン等のハロゲン化モリブデン等。）と、硫黄含有有機化合物（例えば、アルキル（
チオ）キサンテート、チアジアゾール、メルカプトチアジアゾール、チオカーボネート、
テトラハイドロカルビルチウラムジスルフィド、ビス（ジ（チオ）ハイドロカルビルジチ
オホスホネート）ジスルフィド、有機（ポリ）サルファイド、硫化エステル等。）又はそ
の他の有機化合物との錯体等；および、上記硫化モリブデン、硫化モリブデン酸等の硫黄
含有モリブデン化合物とアルケニルコハク酸イミドとの錯体等の、硫黄を含有する有機モ
リブデン化合物を挙げることができる。なお有機モリブデン化合物は、単核モリブデン化



(17) JP 2020-172642 A 2020.10.22

10

20

30

40

50

合物であってもよく、二核モリブデン化合物や三核モリブデン化合物等の多核モリブデン
化合物であってもよい。構成元素として硫黄を含まない有機モリブデン化合物の例として
は、モリブデン－アミン錯体、モリブデン－コハク酸イミド錯体、有機酸のモリブデン塩
、アルコールのモリブデン塩などが挙げられる。
　潤滑油組成物は、金属系清浄剤以外の金属含有添加剤（例えば有機モリブデン化合物や
ジアルキルジチオリン酸亜鉛等。）を含有してもよく、含有しなくてもよいが、潤滑油組
成物中の金属元素の総含有量は、組成物全量基準で金属量として０．０３質量％以下であ
ることが好ましい。潤滑油組成物中の金属元素の総含有量が上記上限値以下であることに
より、新油の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが
可能になる。一の実施形態において、潤滑油組成物中の金属系清浄剤以外の金属含有添加
剤の総含有量は、組成物全量基準で金属量として好ましくは０．０１０質量％以下、より
好ましくは０．００７５質量％以下、さらに好ましくは０．００５０質量％以下である。
金属系清浄剤以外の金属含有添加剤の総含有量が上記上限値以下であることにより、新油
の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる
。
【００８２】
　無灰摩擦調整剤としては、公知の油性剤系摩擦調整剤を特に制限なく用いることができ
る。無灰摩擦調整剤の例としては、分子中に酸素原子、窒素原子、硫黄原子から選ばれる
１種以上のヘテロ元素を含有する、炭素数６～５０の化合物が挙げられる。さらに具体的
には、炭素数６～３０のアルキル基またはアルケニル基、好ましくは炭素数６～３０の直
鎖または分岐鎖アルキル又はアルケニル基を分子中に少なくとも１個有する、脂肪族アミ
ン化合物、脂肪族イミド化合物、脂肪酸エステル、脂肪酸アミド、脂肪酸ヒドラジド、脂
肪酸金属塩、脂肪族アルコール、脂肪族エーテル、脂肪族ウレア化合物、等の無灰摩擦調
整剤を好ましく用いることができる。
【００８３】
　（Ｃ）成分および（Ｅ）成分以外の腐食防止剤としては、例えば、イミダゾール系化合
物等の公知の腐食防止剤を特に制限なく用いることができる。潤滑油組成物は（Ｃ）成分
および（Ｅ）成分以外の腐食防止剤を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が（Ｃ）成分
および（Ｅ）成分以外の腐食防止剤を含有する場合、その含有量は、好ましくは１質量％
以下、より好ましくは０．５質量％以下である。当該含有量が上記上限値以下であること
により、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性
をさらに高めることが可能になる。当該含有量の下限は特に制限されるものではないが、
一の実施形態において０．０１質量％以上であり得る。
【００８４】
　（Ｃ）成分および（Ｅ）成分以外の金属不活性化剤としては、例えば、イミダゾリン、
ピリミジン誘導体、メルカプトベンゾチアゾール、２－（アルキルジチオ）ベンゾイミダ
ゾール、並びにβ－（ｏ－カルボキシベンジルチオ）プロピオンニトリル等の公知の金属
不活性化剤を特に制限なく用いることができる。潤滑油組成物は（Ｃ）成分および（Ｅ）
成分以外の金属不活性化剤を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が（Ｃ）成分および（
Ｅ）成分以外の金属不活性化剤を含有する場合、その含有量は、好ましくは１質量％以下
、より好ましくは０．５質量％以下である。当該含有量が上記上限値以下であることによ
り、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさ
らに高めることが可能になる。当該含有量の下限は特に制限されるものではないが、一の
実施形態において０．０１質量％以上であり得る。
【００８５】
　防錆剤としては、例えば、石油スルホネート、アルキルベンゼンスルホネート、ジノニ
ルナフタレンスルホネート、アルケニルコハク酸エステル、及び多価アルコールエステル
等の公知の防錆剤を特に制限なく用いることができる。潤滑油組成物は防錆剤を含有しな
くてもよいが、潤滑油組成物が防錆剤を含有する場合、その含有量は、好ましくは１質量
％以下、より好ましくは０．５質量％以下である。当該含有量が上記上限値以下であるこ
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とにより、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁
性をさらに高めることが可能になる。当該含有量の下限は特に制限されるものではないが
、一の実施形態において０．０１質量％以上であり得る。
【００８６】
　抗乳化剤としては、例えば、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレ
ンアルキルフェニルエーテル、及びポリオキシエチレンアルキルナフチルエーテル等のポ
リアルキレングリコール系非イオン系界面活性剤等の公知の抗乳化剤を特に制限なく用い
ることができる。潤滑油組成物は抗乳化剤を含有しなくてもよいが、潤滑油組成物が抗乳
化剤を含有する場合、その含有量は、好ましくは５質量％以下、より好ましくは３質量％
以下である。当該含有量が上記上限値以下であることにより、新油の電気絶縁性を高める
ことが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性をさらに高めることが可能になる。
当該含有量の下限は特に制限されるものではないが、一の実施形態において１質量％以上
であり得る。
【００８７】
　消泡剤としては、例えば、シリコーン、フルオロシリコーン、及びフルオロアルキルエ
ーテル等の公知の消泡剤を用いることができる。潤滑油組成物は消泡剤を含有しなくても
よいが、潤滑油組成物が消泡剤を含有する場合、その含有量は、好ましくは０．５質量％
以下、より好ましくは０．１質量％以下である。当該含有量が上記上限値以下であること
により、新油の電気絶縁性を高めることが可能になり、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性
をさらに高めることが可能になる。当該含有量の下限は特に制限されるものではないが、
一の実施形態において０．０００１質量％以上であり得る。
【００８８】
　着色剤としては、例えばアゾ化合物等の公知の着色剤を用いることができる。
【００８９】
　＜潤滑油組成物＞
　潤滑油組成物の１００℃における動粘度は１．８～５．２ｍｍ２／ｓであり、一の実施
形態において２．８～５．２ｍｍ２／ｓであり得る。組成物の１００℃における動粘度が
上記上限値以下であることにより、省燃費性を高めることが可能になる。また組成物の１
００℃における動粘度が上記下限値以上であることにより、耐焼付き性、耐摩耗性、耐疲
労性、新油の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性を高めることが可能に
なる。
【００９０】
　潤滑油組成物の４０℃における動粘度は４．０～２０．０ｍｍ２／ｓであり、一の実施
形態において１０．２～１８．３ｍｍ２／ｓであり得る。組成物の４０℃における動粘度
が上記上限値以下であることにより、省燃費性を高めることが可能になる。また組成物の
４０℃における動粘度が上記下限値以上であることにより、耐焼付き性、耐摩耗性、耐疲
労性、新油の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性を高めることが可能に
なる。
【００９１】
　潤滑油組成物中の硫黄含有量［Ｓ］（単位：質量％）の、潤滑油組成物中のリン含有量
［Ｐ］（単位：質量％）に対する比［Ｓ］／［Ｐ］は、２．２～４．０であり、一の実施
形態において２．２５～４．０であり得る。比［Ｓ］／［Ｐ］が上記上限値以下であるこ
とにより、耐焼き付き性、新油の電気絶縁性、および酸化劣化後の組成物の電気絶縁性を
高めることが可能になる。また比［Ｓ］／［Ｐ］が上記下限値以上であることにより、耐
焼き付き性および銅腐食防止性を高めることが可能になる。
【００９２】
　一の実施形態において、潤滑油組成物の酸化劣化油の８０℃における体積抵抗率が１．
０×１０９Ω・ｃｍ以上であることが好ましい。本明細書において、酸化劣化油の体積抵
抗率は、新油をＪＩＳ　Ｋ２５１４－１に規定のＩＳＯＴ法（Indiana Stirring Oxidati
on Test）により１６５℃で１５０時間酸化処理することにより得られる酸化劣化油につ
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いて、ＪＩＳ　Ｃ２１０１に規定の体積抵抗率試験に準拠して油温８０℃で測定される体
積抵抗率である。
【００９３】
　一の実施形態において、非フェノール性ＯＨ基（該ＯＨ基は他の官能基（例えばカルボ
キシ基、リン酸基等。）の一部であってもよい。）もしくはその塩、＞ＮＨ基、又は－Ｎ
Ｈ２基（以下において「Ｏ／Ｎ系活性水素含有基」ということがある。）を有する化合物
（以下において「Ｏ／Ｎ系活性水素化合物」ということがある。）であって、ポリ（メタ
）アクリレート（例えば（Ａ）成分等。）、アルコール残基にＯ／Ｎ系活性水素含有基を
有しない亜リン酸ジエステル化合物（例えば（Ｂ）成分等。）、チアジアゾール化合物（
（Ｃ）成分）、金属系清浄剤（例えば（Ｄ）成分等の金属サリシレート清浄剤、金属スル
ホネート清浄剤、金属フェネート清浄剤等。）、ベンゾトリアゾール又はトリルトリアゾ
ール化合物（（Ｅ）成分）、コハク酸イミド系摩擦調整剤（（Ｆ）成分）、及びアミン系
酸化防止剤又はフェノール系酸化防止剤（（Ｇ）成分）のいずれの含有量にも寄与しない
化合物の総含有量は、潤滑油組成物全量基準で、酸素元素および窒素元素の合計量として
、好ましくは０～５００質量ｐｐｍ、一の実施形態において０～３００質量ｐｐｍ、他の
一の実施形態において０～１５０質量ｐｐｍであり得る。そのようなＯ／Ｎ系活性水素化
合物の例としては、リン酸（塩を形成していてもよい。）およびその部分エステル；亜リ
ン酸（塩を形成していてもよい。）およびその部分エステル（ただしアルコール残基に上
記Ｏ／Ｎ系活性水素含有基を有しない亜リン酸ジエステルはＯ／Ｎ系活性水素化合物に該
当しないものとする。）；Ｎ－Ｈ結合を有する窒素含有油性剤系摩擦調整剤（例えば第１
級脂肪族アミン、第２級脂肪族アミン、脂肪酸第１級アミド、脂肪酸第２級アミド、Ｎ－
Ｈ結合を有する脂肪族ウレア、脂肪酸ヒドラジド等。）；ヒドロキシ基を有する窒素含有
油性剤系摩擦調整剤（例えば脂肪酸と第１級または第２級アルカノールアミンとのアミド
、第１級または第２級脂肪族アミンと脂肪族ヒドロキシ酸とのアミド等。）；カルボキシ
基（塩を形成していてもよい。）を有する窒素含有油性剤系摩擦調整剤（例えばＮ－アシ
ル化アミノ酸等。）；ヒドロキシ基を有する油性剤系摩擦調整剤（例えばグリセロールモ
ノオレエート等。）、カルボキシ基（塩を形成していてもよい。）を有する油性剤系摩擦
調整剤（例えば脂肪酸および脂肪酸金属塩等。）、等を挙げることができる。一のＯ／Ｎ
系活性水素化合物が酸素元素および窒素元素の両方を含む場合には、該化合物の各酸素原
子が水素原子と結合しているか否か、及び、該化合物の各窒素原子が水素原子と結合して
いるか否かに関わらず、該化合物に由来する酸素元素量および窒素元素量の両方が上記Ｏ
／Ｎ系活性水素化合物の総含有量（酸素元素および窒素元素の合計量）に寄与するものと
する。上記Ｏ／Ｎ系活性水素化合物の総含有量が上記上限値以下であることにより、新油
の電気絶縁性を高めることが可能になるほか、酸化劣化油の電気絶縁性をさらに高めるこ
とが可能になる。
【００９４】
　（用途）
　本発明の潤滑油組成物は、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、耐焼き付き性、銅腐食防
止性、及び耐疲労性をバランス良く備えているので、電動モーター油、変速機油、電動モ
ーターと変速機（歯車機構）との共通潤滑油、または電動モーターと変速機（歯車機構）
とを備える電動ドライブモジュールの潤滑油として好ましく用いることができる。一の実
施形態において、本発明の潤滑油組成物は、電動モーターを備える自動車における電動モ
ーターの潤滑、又は、電動モーター及び変速機（歯車機構）を備える自動車における該電
動モーター及び変速機の潤滑に好ましく用いることができる。
【実施例】
【００９５】
　以下、実施例及び比較例に基づき、本発明についてさらに具体的に説明する。ただし、
本発明はこれらの実施例に限定されるものではない。
【００９６】
　＜実施例１～１５及び比較例１～９＞



(20) JP 2020-172642 A 2020.10.22

10

20

30

40

　表１～５に示されるように、本発明の潤滑油組成物（実施例１～１５）、及び比較用の
潤滑油組成物（比較例１～９）をそれぞれ調製した。表中、基油成分Ｏ－１～Ｏ－４につ
いて「ｍａｓｓ％」は基油全量基準での（基油の全量を１００質量％とする）質量％を意
味し、全基油および添加剤について「ｍａｓｓ％」は組成物全量基準での（組成物の全量
を１００質量％とする）質量％を意味し、「ｍａｓｓ　ｐｐｍ」は組成物全量基準での質
量ｐｐｍを意味する。成分の詳細は次の通りである。
【００９７】
　（潤滑油基油）
　Ｏ－１：水素化精製鉱油（Group II、動粘度（４０℃）：７．１ｍｍ２／ｓ、動粘度（
１００℃）：２．２ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１０９、硫黄分：１質量ｐｐｍ未満）
　Ｏ－２：水素化精製鉱油（Group III、動粘度（４０℃）：１９．５ｍｍ２／ｓ、動粘
度（１００℃）：４．２ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１２５、硫黄分：１質量ｐｐｍ未満）
　Ｏ－３：ポリα－オレフィン基油（Group IV、動粘度（４０℃）：５．０ｍｍ２／ｓ、
動粘度（１００℃）：１．７ｍｍ２／ｓ）
　Ｏ－４：ポリα－オレフィン基油（Group IV、動粘度（４０℃）：１８．４ｍｍ２／ｓ
、動粘度（１００℃）：４．１ｍｍ２／ｓ、粘度指数：１２４）
【００９８】
　（（Ａ）ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤）
　Ａ－１：非分散型ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤、重量平均分子量２０，０
００
　Ａ－２：非分散型ポリ（メタ）アクリレート粘度指数向上剤、重量平均分子量５０，０
００
【００９９】
　（（Ｂ）亜リン酸エステル化合物）
　Ｂ－１：ビス（３－チアウンデシル）ハイドロジェンホスファイト
　Ｂ－２＊：ジブチルハイドロジェンホスファイト
【０１００】
　（（Ｃ）チアジアゾール化合物）
　Ｃ－１：一般式（３）～（５）で表され、Ｒ５およびＲ６がいずれも分岐鎖ノニル基で
あり、ａ＝ｂ＝２であるチアジアゾール化合物、Ｓ含有量：３５質量％
【０１０１】
　（（Ｄ）金属系清浄剤）
　Ｄ－１：カルシウムサリシレート清浄剤、塩基価：３２５ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｃａ含有量
：１３．０質量％
　Ｄ－２＊：カルシウムスルホネート清浄剤、塩基価：３００ｍｇＫＯＨ／ｇ、Ｃａ含有
量：１２．０質量％
【０１０２】
　（（Ｅ）ベンゾトリアゾール／トリルトリアゾール系金属不活性化剤）
　Ｅ－１：トリルトリアゾール系金属不活性化剤
【０１０３】
　（（Ｆ）コハク酸イミド系無灰分散剤）
　Ｆ－１：ホウ素化コハク酸イミド無灰分散剤、Ｎ含有量：１．３質量％、Ｂ含有量：０
．３質量％
【０１０４】
　（（Ｇ）酸化防止剤）
　Ｇ－１：アミン系酸化防止剤、Ｎ含有量：４．０質量％
【０１０５】
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【表１】

【０１０６】
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【表２】

【０１０７】
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【表３】

【０１０８】
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【表４】

【０１０９】
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【表５】

【０１１０】
　（体積抵抗率）
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　潤滑油組成物のそれぞれについて、新油の体積抵抗率、及び、酸化劣化油の体積抵抗率
を測定した。酸化劣化油は、ＪＩＳ　Ｋ２５１４－１に準拠してＩＳＯＴ（Indiana Stir
ring Oxidation Test）法により油温１６５℃で１５０時間、新油を酸化処理することに
より得た。新油および酸化劣化油のそれぞれについて、体積抵抗率の測定は、ＪＩＳ　Ｃ
２１０１に規定の体積抵抗率試験に準拠し、油温８０℃で行った。結果を表１～５に示し
ている。本試験において体積抵抗率が高いほど、電気絶縁性が良好であることを意味する
。本試験における酸化劣化油の８０℃における体積抵抗率は０．１０×１０１０Ω・ｃｍ
以上であることが好ましい。
【０１１１】
　（ＳＲＶ試験）
　潤滑油組成物のそれぞれについて、ボールオンディスク型の往復動摩擦試験機（Ｏｐｔ
ｉｍｏｌ社製ＳＲＶ摩擦試験機、鋼球は直径１０ｍｍ、ディスクは直径２４ｍｍ厚さ７．
９ｍｍ、いずれも材質ＳＵＪ－２相当）を用いて耐焼き付き性の評価を行った。温度４０
℃、振動数５０Ｈｚ、振幅１．０ｍｍの条件下で、荷重５０Ｎで５分間摩擦した後、荷重
１００Ｎで５分間摩擦し、それ以降、１００Ｎずつ荷重を増加しては５分間摩擦して、焼
付きの有無を確認することを繰り返した。焼付きが生じたことは、摩擦係数が０．３以上
に急激に上昇したことを以て判定し、焼付きが生じた時点の荷重を焼付荷重として測定し
た。なお、荷重１８００Ｎで５分間摩擦しても焼付が生じなかった場合には、焼付荷重は
「１８００Ｎ」とした。結果を表１～５に示している。本試験において焼き付き荷重が大
きいほど、耐焼き付き性が良好であることを意味する。
【０１１２】
　（銅板腐食試験）
　潤滑油組成物のそれぞれについて、新油の銅腐食防止性を評価した。ＪＩＳ　Ｋ　２５
１３に規定の銅板腐食試験法に準拠して、油温１００℃で３時間試験を行った。結果を表
１～５に示している。本試験において、判定値（変色番号）が低いほど銅板の変色程度が
低く、銅腐食防止性が良好であることを意味する。
【０１１３】
　（ユニスチール試験）
　潤滑油組成物のそれぞれについて、ユニスチール転がり疲労試験機（３連式高温転がり
疲れ試験機（ＴＲＦ－１０００／３－０１Ｈ）、株式会社東京試験機製）を用いて、ユニ
スチール試験（イギリス石油学会法：ＩＰ３０５／７９）によりスラストベアリングの転
がり疲労寿命を測定した。スラストニードルベアリング（ＮＳＫ製ＦＮＴＡ－２５４２Ｃ
）の片側の軌道輪を平坦な試験片（材質：ＳＵＪ２）で置き換えてなる試験軸受について
、荷重７０００Ｎ、面圧２ＧＰａ、回転数１４５０ｒｐｍ、油温１２０℃の条件下で、こ
ろ又は試験片のいずれかが疲労損傷するまでの時間を測定した。なお、ユニスチール転が
り疲労試験機に備えられた振動加速度計により測定される試験部の振動加速度が１．５ｍ
／ｓ２に達したとき、疲労損傷が発生したと判断した。１０回の繰り返し試験における疲
労損傷までの時間から、ワイブルプロットにより疲労寿命を５０％寿命（Ｌ５０：累積確
率が５０％になる時間）として算出した。結果を表１～５に示している。本試験で測定さ
れた５０％寿命が長いほど、耐疲労性が良好であることを意味する。
【０１１４】
　（評価結果）
　実施例１～１５の潤滑油組成物は、酸化劣化後の組成物の電気絶縁性、耐焼き付き性、
銅腐食防止性、及び耐疲労性において良好な結果を示した。
　（Ａ）成分を含有しない比較例１の潤滑油組成物は、耐焼き付き性において劣った結果
を示した。
　（Ｂ）成分の含有量が過少である比較例２の潤滑油組成物は、耐焼き付き性において劣
った結果を示した。
　（Ｂ）成分の含有量が過大である比較例３の潤滑油組成物は、酸化劣化後の組成物の電
気絶縁性、及び耐焼き付き性において劣った結果を示した。
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　（Ｃ）成分の含有量が過少である比較例４の潤滑油組成物は、銅腐食防止性において劣
った結果を示した。
　（Ｃ）成分の含有量が過大である比較例５の潤滑油組成物は、酸化劣化後の組成物の電
気絶縁性において劣った結果を示した。
　（Ｄ）成分を含有しない比較例６の潤滑油組成物は、耐疲労性において劣った結果を示
した。
　（Ｄ）成分の含有量が過大である比較例７の潤滑油組成物は、酸化劣化後の組成物の電
気絶縁性において劣った結果を示した。
　（Ｄ）成分としてカルシウムサリシレート清浄剤に代えてカルシウムスルホネート清浄
剤を含有する比較例８の潤滑油組成物は、耐疲労性において劣った結果を示した。
　（Ｂ）成分として一般式（１）で表される亜リン酸エステル化合物に代えて一般式（１
）に該当しない亜リン酸エステル化合物を含有する比較例９の潤滑油組成物は、耐焼き付
き性において劣った結果を示した。
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